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研究成果の概要（和文）： 

・出生率を内生化した動学マクロモデルを構築する。 

・人口構造の変化が労働市場、財市場に与える影響について考察する。そのさい、動学的な分

析を重視し経済成長への効果を考察する。 

・雇用率を内生化できるモデルを用いて、雇用率と出生率の関係を分析する。そして出生に影

響を及ぼすような政策がマクロ経済変数に与える効果を考察する。 
 
研究成果の概要（英文）： 
・We construct the dynamic macro model with endogenous fertility rate. 

・The effects of demographic changes on both labor market and goods market are 

examined. In particular, we focus on the properties of the dynamics and study the 

effects on the economic growth. 

・Applying the endogenous fertility model into the stagnation economy, the relationship 

between fertility rate and employment rate is examined. We consider the effects of the 

policies that influence fertility rate on macro economic variables. 
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１．研究開始当初の背景 
先進諸国では少子高齢化にともない人口構
造の変化に直面している。このような人口構

造変化によって財市場や労働市場に影響を
与えることになる。この変化を通じて、経済
成長や景気・失業率に対してどのような影響



を与えるかについての研究はほとんど分析
されていなかった。 
 たとえば、高齢化にともない財の需要のシ
フトが存在した場合、その財生産に対しての
労働需要が高まり、セクター間の労働シフト
が生じる。セクターの間で生産性が異なると
き、この人口構造変化は経済成長に対して影
響を与えることになる。 
 また、人口構造変化によって、労働供給の
変化がもたらされることから、雇用率・失業
率に対しても影響を及ぼす。完全雇用の前提
を外したモデルでの出生率に関する分析は
ほとんど分析されておらず、景気と出生率お
よび出生に影響を及ぼす経済政策がどのよ
うな含意をもつかについて研究がすすんで
いなかった。 
 
 
２．研究の目的 
現在日本は 90 年代から続く長期の不況状況
に直面している。雇用情勢も一進一退を続け、
大きな雇用率の改善がみられない。一方で、
先進国で共通の人口構造変化としては、少子
高齢化による労働人口の減少や社会保障に
与える影響が問題になっている。日本を含む
先進諸国では、マクロ経済における雇用率の
改善や少子化問題に対応するため、様々な経
済政策が講じられている。 

それらの経済状態を分析する研究として、
人口構造変化と経済成長率の関係を歴史的
事実に沿う理論モデルの構築やシミュレー
ション分析があげられる。ただし、それらの
既存研究では新古典派タイプのモデルを利
用していることから、前提として完全雇用の
状況のみを扱うことになっている。そこで、
本研究では、これまでの自身の研究テーマで
ある経済停滞・不況状態を捉える理論分析の
枠組みに、出生率を含めることで、雇用率お
よび出生率の関係を内生的に捉えることが
できるモデルの構築を試みる。 

世界の統計データから観測されるように、
OECD 等の先進諸国における出生率の低下
の傾向は明らかである。その出生率の低下は、
一国のマクロ経済に対してどのようなイン
パクトを与えるのか。例えば、日本のデータ
を見ると、90 年代においては、出生率の低下
と、失業率の上昇が観測される。果たして、
これらの間には何らかの相互依存関係があ
るのだろうか。もし関わりがあるのであれば、
出生や養育を促進させるインセンティブを
与えるような政策、例えば、出生に伴う補助
金や、養育に関わる環境の改善（公的な幼稚
園の拡充、育児休業制度の充実）は出生率に
影響を与えるだけでなく、そこから派生した
景気・雇用率にも影響を及ぼすことになる。
これからの関係を理論的に分析することを
目的とする。 

 
 
３．研究の方法 
 人口構造の変化による財市場および労働
市場への効果について分析するため、最初の
段階として、完全雇用のもとでの２部門経済
モデルを構築した。そして人口構造変化によ
って、経済全体の財の支出シェアを変化させ
る構造をもつようにした。具体的には高齢化
にともなって労働集約的な財（介護サービス
など）の支出が経済全体で高まることから、
労働市場において、サービス産業への労働移
動が生じるモデルを構築した。このような労
働シフトは、部門間の生産性が異なるような
状況であれば、経済成長への効果をもたらす
ことになることが予想される。 
 出生率と雇用の関係の分析に関しては、ま
ず雇用を内生的に扱えるモデルに拡張する
必要がある。そこで不況状態を描写する研究
として、主に Ono(2001)による不況モデルに
基づいて内生的成長モデルでの政策効果を、
需要サイドが財の需要を決定する経済で再
考される。このとき、内生成長理論で分析さ
れて出てきたインプリケーションが異なる
可能性が出てくることが予想される。 
本研究では、不況モデルに出生率の内生化
を導入することで、従来では無視されてきた、
人口構造に影響を与える経済政策が景気、雇
用に対してどのようなインパクトを与える
かを分析できるという意味で、独創的なもの
といえる。このとき、実際のデータから近年
の不況状況と人口構造変化に沿うようなモ
デルを構築することで、経済政策の効果を幅
広いチャンネルを通じて考察することがで
きる。 
さらに、過去の研究でなされてきた経済政
策が、果たして完全雇用が成立しない不況下
においても、同様の議論ができるのかを分析
していく。不況を伴う動学的一般均衡でのイ
ンプリケーションは、例えば政府の財政政策
の効果や、労働人口の上昇の効果にしても、
完全雇用下での政策的インプリケーション
は正反対となり大きく異なる。また以上の分
析を世代重複モデル・代表的個人モデルの両
方でのフレームワークを用いて、経済厚生や
世代間の分析を可能にさせる。 
以上から、出生率に影響を及ぼす政策（例
えば子育て補助金）の効果は、人口構造だけ
でなく、需要構造、労働市場構造、またそれ
に伴って雇用率に対しても影響を及ぼすチ
ャンネルを見出すことができる。本研究から、
完全雇用と不完全雇用の両方のケースにお
いて、政策的な含意がどのように変更される
かを分析し、さらに、このモデルを国際マク
ロモデルに応用することで、一国の政策が、
他国の景気への影響も分析することができ
る。これは、発展途上国が今後経済発展を経



験していく中で、先進諸国の経済活動にどの
ようなインパクトを与えるかの議論を理論
モデルで捉えることができるわけである。 
 
 
４．研究成果 
人口構造の変化に関して、出生率を内生化し
た動学マクロモデルの構築と、その労働市
場・財市場に対する影響およびマクロ経済変
数に与える効果を明らかにすることを目的
とした本研究のプロジェクトでは、（１）完
全雇用のもとで多部門が存在するときの、人
口構造の変化と経済成長率に対する分析と、
（２）失業が存在する経済のもとで、出生率
と雇用率の内生的な関係および動学的な性
質と経済政策の効果、の両領域で以下の学術
的成果を得た。 
 
（１）完全雇用モデルにおいて、人口構造変
化と、需要構造の変化による財・労働市場に
対する効果に関して分析をおこなった。モデ
ルの経済成長の要因は各セクターにおける
ラーニングバイドゥーイングによるもので
ある。経済の均衡経路はユニークに存在する
ことを示した。 

このような経済のもとで、外生的な高齢化
の変化をはじめに分析をおこなった。このと
き、高齢化にともって、経済全体の介護など
のサービス財需要の高まりは、その他の財
（例えば工業財など）の相対的な需要減少を
もたらす。実証研究により、工業部門とサー
ビス部門の生産性は、前者の方が高い事が示
されている。従って、人口構造における高齢
者の比率の上昇は、生産性を高める部門の労
働減少をもたらし、その結果工業部門におけ
るラーニングバイドゥーイングの低下によ
って経済成長が阻害されることを理論的に
示すことができた。 

またこのモデルにおいて、育児休業などの
養育に関する補助金を分析した。そのような
経済においては、出生を高めるような政策は、
人口構造において高齢化と逆の効果を与え
る。すなわち人口構造において高齢者の比率
を引き下げることになる。したがって、出生
率を高める政策は、経済成長をプラスにさせ
ることも示せた。 

また出生を高める政策は、経済成長を高め
るものの、価格のゆがみを与える。現在世代
は経済成長の恩恵は小さく、価格のゆがみに
よる経済厚生の損失が高くなる。一方、のち
の世代にとっては経済成長の効果をより多
く享受できることから、経済厚生は高まる。
したがって、上記の政策は世代間において異
なった影響をもたらすことになることを示
した。（橋本・田畑(2010)） 
 
（２）貨幣経済における流動性の罠による失

業モデルにおいて出生率を内生化したモデ
ルを構築した。その経済の動学的な性質はサ
ドル安定であり、均衡はユニークに存在する
ことが確認された。出生率が上昇すると、養
育に対しての時間への配分から、各家計の労
働供給を減少させる。このことは、完全雇用
が前提であれば、供給が需要を決定する事か
ら、生産量の減少を通じて各家計の消費が減
少することになる。しかしながら、失業が存
在するもとでは、出生率の上昇による労働供
給の減少は、労働市場における需給ギャップ
を引き下げることを意味する。この労働市場
の需給ギャップの解消が、賃金減少圧力を弱
め、物価に関するデフレギャップも解消され
る。デフレ圧力が減少することによって、各
家計の消費需要が高まる結果、雇用に対して
プラスの効果をもたらすことが確認された。 
 このとき、出生率を高めるような政策とし
ては、養育補助や、養育の機会費用を引き下
げる労働所得などが考えられ、これらの政策
は完全雇用下であれば消費にマイナスの効
果をもたらし、失業が存在する経済であれば、
プラスの効果をもたらすことが分かった。他
に、生産性の外生的な上昇は、完全雇用下で
あれば、生産量、消費を増加させ、出生率の
上昇をもたらす。しかしながら、不完全雇用
下では、財市場の需給ギャップを引き上げ、
デフレ圧力を高めてしまし、消費の減退、生
産量の減少をもたらし、その結果、出生率に
対してはマイナスの効果をもたらす。 
 また養育環境の改善に関しては相反する
２つの効果が存在することが示された。すな
わち、養育環境の改善は、直接的により多く
の時間を労働市場に供給する事を意味する。
しなしながら、出生率を高める誘因をもたら
すことから、労働時間の減少を間接的に与え
る。従って、養育環境の改善は、労働供給に
対して不確定である。もし労働供給が上昇す
るのであれば、完全雇用下では消費・生産量
にプラスの影響を、失業の経済の下では、消
費・生産量・および雇用率を低下させること
が明らかにされた。 
 これらの結果は、資本蓄積が導入されたと
しても、同様に得られることも本研究により
示すことができた。（橋本・小野 (2011)） 
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